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報酬告示 

留意事項 
通知

Ａ型スコアの評価方 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援 
するための法律に基づく指定障害福祉サービス 
等及び基準該当障害福祉サービスに要する用 
の額の算定に関する基準（平成 18年厚生労働 
省告示第523 号）

厚生労働大臣が定める施設基準（平

成18年厚生労働省告示第551号）

厚生労働大臣が定める者（平成 18 年 
厚生労働省告示第 556 号）

厚生労働大臣が定める事項及び評価

方法（令和 3 年厚生労働省告示第 88 
号） 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援 
するための法律に基づく指定障害福祉サービス 
等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用 
の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上 
の留意事項について（平成 18 年10月 31 日障発 
第 1031001 号） 

栄養マネジメント加算、経口移行加算、経口 
維持加算、口腔衛生管理体制加算及び口腔衛 
生管理加算に関する事務処理手順及び様式例 
の提示について（令和 3 年4月6 日障障発
0406 第 1号）

厚生労働大臣の定める事項及び評価 
方法の留意事項について（令和 3 年 3 
月 30日障発 0330第 5 号） 
※ 令和 7年3月31日障発 第 
28号 で変更しているため注意 

リハビリテーションマネジメントの基本的考え方

並びに加算に関する事務処理手順例及び様式例の

提示について（平成21年3 月 31 日障障発第
0331003 号） 

各種加算に関する事務処理手順など

就労定着支援の実施について（令和 3年3 月 30日障障発0330第 1 
号） 

就労移行支援事業、就労継続支援事業（Ａ型、Ｂ型）における留意事項について（平 
成 19年４月２日障障発第0402001 号） 
※令和 7 年3月31日障障発 0331第2 号改正 

就労系サービス（Ａ型個別支援計画、経営改善計画、雇用関係助成金との関係など）

就労定着支援の詳細

 

 0331

・介護給付費等の支給決定等について（平成19年3月23日障発第0323002号厚生

労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）

・介護給付費等に係る支給決定事務等について（事務処理要領）

障害福祉サービス・障害児通所支援等の利用者負

担認定の手引き【厚生労働省社会・援護局障害保

健福祉部】

厚生労働省



Ｄ-01 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｄ-01 

４ 



Ｄ-01 

５ 

(1) 虐待防止委員会の設置、開催及び周知徹底 

事業所における虐待の未然防止や虐待事案発生時の検証及び再発防止策の検討等を行う委

員会（＝虐待防止委員会）を設置のうえ同委員会を年 1 回以上開催し、その検討結果について

従業者に周知徹底すること。 

 

(2) 従業者への研修実施 

虐待防止のための研修を年 1 回以上（新規採用職員は必須）実施すること。 

 

(3) 虐待の防止等のための担当者の配置 

虐待防止委員会の開催・その結果の従業員への周知、虐待防止のための研修を適切に行うた

めの担当者（＝虐待に関する担当者）を、事業所のサービス管理責任者等から配置すること。 

 

(4) 運営規程への明記 

虐待の防止のための措置に関する事項として、次の内容を運営規程に定めること。 
  ア 虐待に関する担当者の選定 
  イ 成年後見制度の利用支援 
  ウ 苦情解決体制の整備 
  エ 従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施 
  オ 虐待防止委員会の設置等に関すること（定期的な開催・従業者への周知徹底） 

★未実施の場合：所定単位数の１％を減算 

【関係資料（厚生労働省 HP より掲載）】 

◆ 「障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き」 
   
◆ 「障害者虐待防止法の理解と対応」 
  https://www.mhlw.go.jp/content/000686501.pdf 
◆「令和３年度障害福祉サービス等報酬改定等に関する Q＆A VOL.２」 
  https://www.mhlw.go.jp/content/000766855.pdf
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(1) やむを得ず身体拘束等を行う場合の記録（令和３年４月から義務化） 

やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状況並

びに緊急やむを得ない理由その他の必要な事項を記録しなければならない。 
 

(２) 身体拘束適正化検討委員会の開催・周知徹底（令和４年４月から義務化） 

事業所における身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（＝身体拘束適正化検討

委員会）を年 1 回以上開催し、その結果を従業者に周知徹底すること。 

 

(３) 身体拘束等の適正化のための指針の整備（令和４年４月から義務化） 

次の項目を盛り込んだ指針を整備すること。 

 ① 事業所における身体拘束等の適正化に関する基本的な考え方 
 ② 身体拘束適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 
 ③ 身体拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 
 ④ 事業所内で発生した身体拘束等の報告方法等の方策に関する基本方針 
 ⑤ 身体拘束等発生時の対応に関する基本方針 
 ⑥ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 
 ⑦ その他身体拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

 

(４) 従業者への研修実施（令和４年４月から義務化） 

指針に基づいた研修プログラムを作成し、身体拘束等の適正化のための研修を年 1 回以上
（新規採用職員は必須）実施すること。 

 
 ★未実施の場合は減算適用（相談系サービスは除く） 

 
（令和６年度～）：所定単位数の１％【訪問・通所系サービス】 

：所定単位数の 10％【施設・居住系サービス】 
 

 
【関係資料（厚生労働省 HP より掲載）】 
◆「令和６年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容」12 頁 
  https://www.mhlw.go.jp/content/001216034.pdf 
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令和６年４月から義務化 令和６年４月から減算

(1) 業務継続計画の策定・周知徹底 

感染症や災害が発生した場合であっても、必要なサービスが継続的に提供できるよう、次の項

目を盛り込んだ業務継続計画を策定し、その結果を従業者に周知徹底すること。 

感染症に関する項目 災害に関する項目 

・平時からの備え（業務体制、感染症防止に

向けた取組みの実施、衛生用品等消耗品の

確保等） 

・初動対応（業務継続計画発動基準） 

・感染拡大防止体制の確立（区保健所との連

携、発症者及び濃厚接触者への対応、関係

機関との情報共有等） 

・平時からの備え（建物や設備の安全対策、

ライフライン停止時の対策、備蓄品等の確

保） 

・初動対応（業務継続計画発動基準） 

・業務継続体制の確立（他施設等の応援体

制、地域との連携等） 

＊ 業務継続計画の策定・研修及び訓練の実施については、他のサービス事業者（グループ法人

や連携法人）との連携により行うことも可能。 

(2) 研修や訓練（シミュレーション）の定期的な実施 

① 研修の実施 

感染症及び災害の発生時の業務継続計画に係る具体的な内容について、障害者支援施設（施

設入所支援のほか、障害者支援施設が行う各サービスを含む）は年２回以上、その他の障害福

祉サービス事業所は年１回以上研修を実施（新規採用時にも実施することが望ましい）するこ

と。 

＊ 研修の実施内容は記録すること。 

＊ 感染症発生時の業務継続計画に係る研修は、「感染症の予防及びまん延防止」の研修と一

体的に実施することも可能。 

 

② 訓練（シミュレーション）の実施 

感染症や災害発生時を想定し、継続する業務のオぺレーションを行うといった訓練（シミュ

レーション）を障害者支援施設（施設入所支援のほか、障害者支援施設が行う各サービスを含

む）は年２回以上、その他の障害福祉サービス事業所は年１回以上行い、事業所内の役割分担

や一連の手順を確認すること。 

＊ 感染症発生時の業務継続計画に係る訓練は、「感染症の予防及びまん延防止」の訓練と一

体的に実施することも可能。 

＊ 訓練の実施方法は机上や実地の別を問わないものの、机上と実地を組み合わせながら実

施することが効果的である。 

 

(3) 業務継続計画の定期的な見直し 

業務継続計画は定期的に見直しを行い、必要に応じて変更すること。 
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★未策定の場合：所定単位数の３％減算 【施設・居住系サービス】 

       ：所定単位数の１％減算 【訪問・相談・通所系サービス】 
＊ 【施設・居住系サービス】：療養介護、障害者支援施設（施設入所支援のほか、障害者支援施

設が行う各サービスを含む）、共同生活援助、宿泊型自立訓練 
＊ 【訪問・相談・通所系サービス】：居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害

者包括支援、短期入所、生活介護、自立生活援助、自立訓練（宿泊型を除く）、就労移行支援、
就労継続支援、就労定着支援、計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援 

＊ 「感染症の予防まん延防止のための指針の整備」及び「非常災害に関する具体的計画」の
策定を行っている場合は、令和７年３月末までの間減算を適用しない。 

＊ 訪問・相談系サービスは令和７年３月末までの間減算適用をしない。（居宅介護、重度訪問
介護、同行援護、行動援護、重度障害者包括支援、自立生活援助、就労定着支援、計画相
談支援、地域移行支援、地域定着支援） 

  →経過措置が終了したため、令和７年４月から減算 

 

【関係資料（厚生労働省ＨＰより掲載）】 

◆「令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ」 

  https://www.mhlw.go.jp/content/001260473.pdf 

◆感染対策マニュアル・業務継続ガイドライン等 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html 

〇 概要 

利用者への情報公表、災害発生時の迅速な情報共有、財務状況の見える化の推進を図る観点か

ら、障害福祉サービス等情報公表システム上、未報告となっている場合に所定単位数を減算す

る。 

★未報告の場合：所定単位数の 10％減算【施設・居住系サービス】 

：所定単位数の 5％減算 【訪問・相談・通所系サービス】 
＊ 【施設・居住系サービス】：療養介護、障害者支援施設（施設入所支援のほか、障害者支援施

設が行う各サービスを含む）、共同生活援助、宿泊型自立訓練 
 

＊ 【訪問・相談・通所系サービス】：居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害
者包括支援、短期入所、生活介護、自立生活援助、自立訓練（宿泊型は除く）、就労移行支援、
就労継続支援、就労定着支援、計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援 

 

【関係資料（厚生労働省 HP より掲載）】 

◆「令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL.１」 

  https://www.mhlw.go.jp/content/001260473.pdf 

◆「障がい福祉サービス事業者等情報公表制度」（市ＨＰ） 

  https://www.city.fukuoka.lg.jp/fukushi/syougaisyashien/health/sevice/index_2_2_11.html 
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（1） 障がい者の意思決定支援を推進するため、指定基準等に以下の規定を追加。 

① 取扱方針 

・ 事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、利用者の

意思決定の支援に配慮するよう努めなければならない。 

 

② サービス等利用計画・個別支援計画等の作成・本人の意向を踏まえたサービス提供（同性介助）等 

・ 利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ、利用者が自立した日常生活

を営むことができるように支援する上での適切な支援内容の検討をしなければならない。 

・ 利用者の希望する生活や課題等の把握に当たり、利用者が自ら意思を決定することに困

難を抱える場合には、適切に意思決定支援を行うため、当該利用者の意思及び選好並びに

判断能力等について丁寧に把握しなければならない。 

・ 相談支援専門員やサービス管理責任者が行うサービス担当者会議・個別支援会議につい

て、利用者本人が参加するものとし、当該利用者の生活に対する意向等を改めて確認す

る。  

＊ 個別支援計画については、相談支援事業者にも交付しなければならない。（義務化） 

・ 本人の意思に反する異性介助がなされないよう、サービス管理責任者等がサービス提供

に関する本人の意向を把握するとともに、本人の意向を踏まえたサービス提供体制の確保

に努めるべきものであること。なお、把握した本人の意向については、サービス提供記録

や面談記録等に記録するとともに、本人の意向を踏まえたサービス提供体制の確保につい

て、人員体制の見直し等を含め必要な検討を行った結果、人員体制の確保等の観点から十

分に対応することが難しい場合には、その旨を利用者に対して丁寧に説明を行い、理解を

得るよう努めること。  

 

③ サービス管理責任者の責務 

・ 利用者の自己決定の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を

抱える場合には、適切に利用者への意思決定支援が行われるよう努めなければならない。 
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① 利用者及びその家族、地域住民の代表者、共同生活援助について知見を有する者並びに市
町村の担当者等により構成される地域連携推進会議を開催し、おおむね１年に１回以上、
運営状況を報告するとともに、必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

② 会議の開催のほか、おおむね１年に１回以上、会議の構成員が事業所を見学する機会を設
けなければならない。 

③ ①の報告、要望、助言等についての記録を作成し、これを公表する。 
 
※ 外部の者による評価及び当該評価の実施状況の公表又はこれに準ずる措置として都道府県

知事が定めるものを講じている場合には、適用しない。 

※ 上記規定は、令和６年度から努力義務化、令和７年度から義務化。 

【関係資料（厚生労働省 HP より掲載）】 
◆「令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ」 
  https://www.mhlw.go.jp/content/001260473.pdf 
◆地域連携推進会議の手引き(別冊資料編及び参考様式含む) 
  https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41992.html 
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【関係資料】 
・【内閣府防災情報のページ】避難情報に関するガイドラインの改定 
 https://www.bousai.go.jp/oukyu/hinanjouhou/r3_hinanjouhou_guideline/ 

 

 
 

※障がい者支援施設は年２回以上  
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〇 集団指導（事業者等説明会） 

・ 指導の対象となる障がい福祉サービス事業者等を、必要な指導の内容に応じ、講習等の

方法により行う。 

・ 基本的に年に 1 回開催し、新たな制度概要や事業所運営の留意点の説明等を行う。 

 令和７年度もオンライン形式での開催とする。配布資料を確認のうえ、専用サイトで

の動画視聴を行うこと。 

 

〇 運営指導 

・ 障がい福祉サービス事業者等は事前に「自己点検表」を作成し、市はこれに基づいて関

係書類を閲覧し、管理者等の関係者と面談して、指定基準や報酬告示の遵守状況について、

実地にて指導する。 

①対象事業所 

事業開始後運営指導を行っていない事業所、その他運営指導を行うことが適当と認められ

る事業所を選定して実施する。 

②実施の通知 

事前に、運営指導の根拠規定、実施日、場所、指導担当者、準備すべき書面等を記載した

実施通知を交付する。ただし、実施日の当日に連絡し、抜き打ち的に運営指導等を行う場合

もある。 

③指導結果の通知 

当日口頭で改善が必要な内容を指摘し、後日文書により指導結果を通知する。 

④改善報告書の提出 

文書により指摘した場合は、指導結果通知後 30 日以内に、改善報告書の提出を求める。 

なお、給付費の算定誤りにより過誤申立てを指導した場合は、介護給付費等に関する請求

誤り結果報告書と過誤申立書の提出も求める。 

   

  ○監査への変更 

   ・ 運営指導中に著しい運営基準違反や著しく不正な請求が認められた場合、運営指導を中 

止し、直ちに監査を行う。 

   ・ 監査の結果、不正受給が認められた場合、不正受給額については、障害者総合支援法 

第８条第２項の規定に基づき、市へ返還が必要となるが、それに加えて市が決定した返還 

額の 40％にあたる金額も、市へ支払いが必要となる。 

※当該金銭については、障害者総合支援法第８条第３項及び地方自治法第 231 条の３第 

３項の規定により、「地方税の滞納処分の例により処分することができる。」とされてお 

り、裁判等を経ずに強制手段を以て回収できることとされている。 

 ・ 不正行為のなかでも悪質な事案は、指定の取消しや、全部若しくは一部の効力を停止と 

する行政処分のほか、詐欺罪として刑事告訴を行うことがある。 
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・ 以下の項目を重点事項とする。 

 

 ア 会計の区分   

イ 個別支援計画の作成について 

  ウ 義務化されている取組みについて（身体拘束、虐待、感染症対策、業務継続計画関係、地 

域連携推進会議等） 
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福障施第 84 号 

 福障宅第 160 号 

令和７年４月 30 日 

市内障がい福祉サービス事業所 管理者様 

 

福岡市長  高島 宗一郎 

（福祉局障がい者部障がい施設福祉課） 

（福祉局障がい者部障がい在宅福祉課） 

 

 

障がい者虐待防止のための取り組みについて 

 

 

 平素より、本市障がい福祉行政の推進にご理解・ご協力いただき厚く御礼申し上げます。 

 障がい者虐待防止については、令和６年度の基準省令等の改正に伴い、全障がい福祉サービス事業

所に対して、虐待防止委員会の設置、開催及び周知徹底や従業者への研修実施等が義務化され、各事

業所において取り組んでいただいており、未実施の場合は減算の対象となっているところです。 

一方で、令和５年度に県内の障害者福祉施設従業者等による虐待として相談・通報等が 210 件、う

ち虐待と判断されたものが 23件あり、障がい者虐待に関する報道も後を絶ちません。

（https://www.pref.fukuoka.lg.jp/uploaded/attachment/238163.pdf） 

各事業所におかれましては、障がい者虐待の未然防止に向け、より一層取組みを進めていただきま

すようお願いいたします。 

特に性的虐待は、他の虐待行為よりも一層人目に付きにくい場所を選んで行われることや、被害者

や家族が知られたくないという思いから潜在化しやすく、障がい特性や依存傾向などの影響から発見

が遅れてしまうこともあります。 

なお、令和５年に刑法が改正され、「心身の障がい」があることに乗じた性犯罪の処罰が強化されて

いますので、各事業所におかれましては、従業者等へ周知をお願いいたします。

（https://www.moj.go.jp/keiji1/keiji12_00200.html） 

 

新年度となり、従業者等の入れ替わり等もあったかと存じますが、新規採用者に対しても研修を実

施し、職員全体の虐待防止や人権意識を高め、事業者として質の高い支援を提供いただきますようお

願いいたします。 

 

福岡市障がい者部障がい施設福祉課 

TEL ：092-711-4249 

福岡市障がい者部障がい在宅福祉課 

TEL ：092-711-4985 


